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１．家計簿に例えると 

本市の平成 2７～令和元年度の普通会計の決算を、サラリーマン家庭の家計簿に例えてみ

ました。 

 （１）資産の状況 

（単位：百万円） 

区    分 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

貯金残高（基金残高） 9,970 10,697 11,691 12,594 10,883 

借金残高（市債残高） 18,676 18,612 18,547 19,890 21,205 

※貯金残高は、定額運用基金を除く 

 

貯金残高は、前年度より17億1,100万円減少して108億8,300万円となりました。一方、

借金残高は前年度より 13億 1,500万円増加し、212億 500万円となりました。苦しい台所

事情の中、将来の財政負担の軽減を行うため貯金を取り崩して、借金の返済を繰り上げて

行いましたが、依然として借金は貯金の 1.95倍あります。 

  

 

（２）家計の状況 

（単位：百万円） 

区    分 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

収 入 22,825 22,586 21,191 20,784 23,175 

 給料（市税） 4,941 4,926 5,079 5,052 5,138 

 パート収入（使用料・手数

料、分担金・負担金、繰越

金等） 

4,396 4,288 3,163 1,462 1,409 

 貯金の払出し（繰入金） 433 1,161 737 952 2,254 

 親からの仕送り（地方交付

税、国県補助金等） 
10,978 10,745 10,592 10,223 9,963 

 住宅ローン（市債：投資的

事業費充当） 
1,377 916 963 2,471 3,950 

 生活ローン（市債：臨時財

政対策債） 
700 550 657 624 461 

区    分 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

支 出 22,825 22,586 21,191 20,784 23,175 

 食費（人件費） 2,901 2,919 2,913 2,805 2,782 

 家族の医療費（扶助費） 2,181 2,504 2,433 2,303 2,362 

 光熱水費（物件費） 3,867 4,011 3,578 2,497 2,486 
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 車や家財の修理代（維持

補修費） 
141 174 185 215 238 

 子どもたちへの仕送り（繰

出金） 
1,800 1,831 1,802 1,731 1,985 

 借金の返済（公債費） 2,000 1,724 1,818 1,863 3,192 

 家の増改築費（普通建設

事業費、災害復旧費） 
2,881 3,050 2,178 3,766 5,376 

 友人への援助（補助費等、

投出資、貸付金） 
4,371 4,081 4,163 3,835 3,772 

 貯金（積立金） 1,640 1,607 1,428 961 119 

 その他（歳計剰余金） 1,043 685 693 808 863 

令和元年度の年収は、給料とパート収入を合わせた 65億 4,700万円ですが、これに親

からの仕送りや借金を重ねて 231億 7,500万円の生活を送っています。親からの仕送りは、

年々減少傾向となっています。生活費が不足することから、家（庁舎）の建て替えに大きな

住宅ローンや使い道が決められていない生活ローンの借入れを行いました。 

また、食費を徐々に切り詰めていましたが、そろそろ限界に達しています。家族の医療

費や子どもたちへの仕送り、友人への援助は高止まりしています。 

      

 

２．財政悪化の要因 

（１）仕送りの減少 

本市の収入の約 51％は、市民の方や法人から納めていただく市税と国から交付される

地方交付税で占められています。過去の推移を見てみますと、市税は、耐火物業界をはじ

めとする地場産業の衰退、バブル経済の崩壊以降のマイナス成長、景気の低迷等により

平成 9年度をピークに減少傾向にあり、幾分持ち直しつつあった平成 20年度以降、アメリ

カ発の金融不安により世界経済が減退した影響を大きく受け、再び減少に転じました。そ

の後、国の経済対策等により景気は緩やかな回復基調にありましたが、新型コロナウイル

ス感染症の影響による経済の停滞から今後、市税の大幅な減少が見込まれます。 

一方、地方交付税は、原資となる国税の減収から、平成 12年度をピークに年々減少し、

平成 13 年度からは臨時財政対策債が創設されて、地方交付税の交付額とその原資との

差額（不足額）を、国の交付税特別会計がその全額を借り入れる方式から、地方自治体が

一部を借り入れる方式に変更となりました。この臨時財政対策債を含む広い意味の地方交

付税は、合併算定替えの恩恵が平成27年度から5年間で段階的に縮減されるため、減少

傾向となっています。 
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【普通会計・収入の推移（市税・地方交付税・臨時財政対策債）】            （単位：百万円） 

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

市税 4,941 4,926 5,079 5,052 5,138 

地方交付税 7,266 7,129 6,885 6,741 6,584 

臨時財政対策債 700 550 657 624 461 

合計 12,907 12,605 12,621 12,417 12,183 

（参考：地方財政状況調査） 
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（２）借金返済は高水準 

本市では、国の経済対策のもと平成 2年度以降、単独の投資的事業を積極的に実施し、

財源として多額の市債を発行してきました。この借金の返済費が高額で推移し、財政を圧

迫しています。 

投資的事業に市債を充てるのは、子や孫の代もその恩恵を受けることから後年度負担

が認められているものですが、平成 13 年度以降は収入不足を補うため、いわば国の赤字

国債に相当する投資的事業に充当しない臨時財政対策債（生活ローン）まで借入れを行

っています。 

令和元年度末の市債残高は、普通会計で前年度より13億1,500万円増加の212億500

万円、病院事業や下水道事業などの企業会計を含めると前年度より 1 億 7,000 万円減少

の 396 億 9,100 万円となり、市民一人当たり約 116 万 7,000 円の借金を抱えていることに

なります。 

公営企業会計等の残高は減少傾向にありますが、普通会計の残高は増加傾向にありま

す。市全体での市債残高は減少傾向にありますが、新庁舎整備事業などの大規模な投資

的事業による借入れもあり、令和 7 年度前後に返済費のピークを迎える予定です。将来の

負担を軽減するために 13億 4,717万円を繰り上げて返済しましたが残高は高止まりしてい

ます。 

 

 

 

【市債残高の推移】                                       （単位：百万円） 

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

普通会計 18,676 18,612 18,547 19,890 21,205 

公営企業会計等 25,035 23,180 21,598 19,971 18,486 

 
うち下水道事業会計等 18,805 17,473 16,330 15,154 13,965 

うち病院事業会計 4,364 4,032 3,752 3,526 3,335 

合計 43,711 41,792 40,145 39,861 39,691 

（参考：地方財政状況調査ほか） 
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（３）将来のための非常食（貯金） 

市の貯金である基金のうち、収支不足を補うための基金として財政調整基金と将来負担

軽減のための減債基金があります。平成 12 年度以降は収支不足による取崩しが続きまし

たが、平成 18 年度以降は取崩しをすることなく、財政調整基金、減債基金ともに残高を増

加させてきました。しかし、令和元年度は、収支不足から財政調整基金を取り崩すとともに

将来負担の軽減を図るため市債の繰上償還などをした結果、普通会計全体で前年度から

17億 1,100万円減少しました。 

今後も収支の均衡を図りつつ、将来の多大な財政負担や財源不足に備えて、計画的に

基金への積立てを行っていく必要があります。 

 

 

【基金残高の推移】                                      （単位：百万円） 

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

財政調整基金 3,661 3,986 4,248 4,563 4,653 

減債基金 1,439 1,459 1,603 1,808 466 

特定目的基金 4,870 5,252 5,840 6,223 5,764 

計 9,970 10,697 11,691 12,594 10,883 

（参考：地方財政状況調査）                        ※定額運用基金を除く 
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３．財政指標は黄信号、このままでは赤へ変わりそう  

 （１）実質公債費比率 

実質公債費比率は、公営企業の地方債の償還財源として繰り出された繰出金、一部事

務組合の地方債の償還財源として支出された負担金、債務負担行為の設定に基づく元利

補給等に係る補助金等を含めた借金の返済額が、財政規模に対してどの程度占めるかを

示す比率です。 

本市では 12.0％となり、前年度から 0.6ポイント改善しました。県内都市の中でも高い水

準となっています。 

この比率が高い要因としては、下水道事業債の償還財源として企業会計へ繰り出す額

が著しく多いためと考えられます。 

地方債の発行は、平成 18 年度から協議制に移行しましたが、実質公債費比率が 18％

を超える団体については従来どおり許可が必要であり、さらに 25％を超えると「地方公共

団体の財政の健全化に関する法律」による「財政健全化団体」となり、財政健全化計画の

策定や県知事への報告などが義務付けられることになっています。 

令和元年度の実質公債費比率は、地方債発行に許可を必要とする 18％の基準を下回

っていますが、今後は、新庁舎整備事業などの大規模事業のために借入れた地方債の償

還額の増加や普通交付税の減少に伴う財政規模の縮小により、指標が悪化する可能性が

あります。 

このため、今後も引き続き地方債発行の抑制と行財政改革プランなどによる財政健全化

に取り組んでいきます。 
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（２）経常収支比率 

人件費や公債費などの経常経費に市税などの経常的な収入がどの程度充てられてい

るかを示すもので、その割合が高いほど財政の弾力性が失われていることになります。つ

まり、財政運営に余裕がないということになります。 

本市では、令和元年度は前年度より 2.0 ポイント悪化し、97.1％に達しており、財政は硬

直化しています。 

 

（３）実質公債費比率と経常収支比率（クロス表） 

実質公債費比率と経常収支比率をクロスさせて財政の健全状況を表すもので、右肩上

がりになるほど財政状態が厳しいということになります。 

本市の場合、実質公債費比率は平成 20 年度以降数値が下がっていますが、経常収支

比率はほぼ 90％台で推移しており、財政の硬直化は改善されていません。 

 

【実質公債費比率と経常収支比率の推移】                            （単位：％） 

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

実質公債費

比率 
12.7 12.3 12.5 12.6 12.0 

経常収支比

率 
91.0 94.7 94.9 95.1 97.1 

※経常収支比率は、減税補塡債及び臨時財政対策債を経常一般財源に加えた場合の比率 

（参考：地方財政状況調査） 
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４．施設の維持管理経費が増えている 

公共施設の維持管理経費が増加傾向にあり、財政を圧迫しています。 

総合運動公園やリフレセンターびぜんなどの公共施設の管理には、指定管理者制度を導入

して経費の節減に努めています。 

しかしながら、今後は、多くの施設が、老朽化に伴い大規模な改修を要するものと見込まれま

す。 

 

【主な施設の令和元年度維持管理費】  

施 設 名 
対象人員 受益者一人（戸）当たり経費 市民一人当たり負担額 

算定年月日 人員等 （円） うち市税等 （円） うち市税等 

保育園 H31.4.1 694人 511,854 451,852 10,367 9,152 

幼稚園 R1.5.1 164人 1,777,396 1,755,073 8,507 8,400 

小学校 R1.5.1 1,291人 238,758 236,914 8,996 8,926 

中学校 R1.5.1 674人 264,058 249,815 5,194 4,914 

ごみ処理施設 

（収集業務を

除く） 

R2.1.1 34,265人 8,419 6,296 8,419 6,296 

27年度

28年度

29年度

30年度

元年度12.0

12.5

13.0

90.0 91.0 92.0 93.0 94.0 95.0 96.0 97.0 98.0

実

質

公

債

費

比

率

経常収支比率

経常収支比率と実質公債費比率のクロス表
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公園 R2.1.1 34,265人 2,546 2,546 2,546 2,546 

市営住宅 R2.3.31 294戸 91,881 17,612 788 151 

市民会館 R2.1.1 34,265人 1,656 1,501 1,656 1,501 

公民館 R2.1.1 34,265人 1,784 1,752 1,784 1,752 

図書館 R2.1.1 34,265人 651 651 651 651 

 

５．公営事業会計の現状 

 （１）下水道事業への繰出しは、支出全体の 7.2％を占めている 

下水道事業は、雨水排水事業のほか汚水処理施設の建設や下水管を各家庭から処理

場まで埋設していかなければなりませんので、莫大な費用が必要です。その財源は、国庫

補助金、受益者負担金のほか、大半は企業債の発行による借金であり、令和元年度末で

約 140億円の残高を抱えています。 

また、下水道事業は、公営企業として独立採算による運営が基本原則であり、管理運営

の必要経費は使用料金で賄っていかなければなりませんが、整備区域人口の減少とそれ

に伴う使用料の減少により、料金収入だけではかなりの不足が生じています。そのため、

国の基本的な考え方に基づき一般会計からその不足分を繰り出しています。その額は、

令和元年度には 16億円に達しており、普通会計歳出決算額の 7.2％を占めています。 

 

（２）特別会計等への繰出金は高止まり 

高齢者人口の増加とともに、後期高齢者医療事業、介護保険事業への繰出金の増加

が続いています。また、病院事業については、市内３病院の建設経費等に係る企業債の

償還が始まっていることから、当面の間、繰出金が高額で推移する見込みです。 

【繰出金の推移】                                        （単位：百万円） 

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

国民健康保

険事業 
339 338 331 403 401 

後期高齢者

医療事業 
683 706 755 697 714 

介護保険事

業 
585 582 602 617 645 

下水道事業 1,915 1,838 1,773 1,636 1,600 

水道事業 4 13 12 10 26 

病院事業 480 484 492 498 495 

その他 190 204 113 11 224 

計 4,196 4,165 4,078 3,872 4,105 

（参考：地方財政状況調査） 
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６．今後の財政見通し 

本市の令和 2 年度予算について、歳入面では新型コロナウイルス感染症による経済の停滞

から市税の大幅な減少が見込まれます。また、地方交付税のうち普通交付税が合併による恩恵

が終了したことから一般財源の確保が厳しい状況です。 

このような状況を踏まえ、市においては「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金」を活用した感染防止対策事業や、経済基盤の回復に取り組むと同時に、今後の大幅な歳

入の減少にも耐え得る財政構造の確立に向けて根本的な改革を進める必要に迫られていま

す。 

一方、将来継続的な利用が見込まれる市庁舎や公民館等については、「公共施設総合管理

計画」に基づいて、建替えや大規模修繕による長寿命化を図りながら、さまざまな機能を集約し

て施設の管理とサービスの提供を効率的に行う必要があります。 

さらに、「備前市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる人口減少対策や地域活性化対策

により、若年世代の定住促進や海外や都市部等からの誘客を図りながら、賑わいや活気の創

出に努めることも重要です。 

こうした取組には、市民の皆様のご理解とご協力が不可欠であり、厳しい財政状況の中で何

を優先すべきかを市民の皆様とともに考えながら、将来にわたって持続可能な財政基盤の確立

に努めなければならないと考えています。 

特別会計等への繰出金の推移
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,
7
0
2

3
.
6
%

-
4
3
.
8
%

8
7
1
,
1
1
5

4
.
2
%

1
1
.
9
%

9
7
3
,
0
9
0

4
.
9
%

1
1
.
7
%

5
2
8
,
2
9
4

2
.
4
%

-
4
5
.
7
%

う
ち
単
独
事

業
1
,
3
7
9
,
0
6
7

6
.
3
%

4
4
.
8
%

2
,
2
1
8
,
9
0
8

1
0
.
1
%

6
0
.
9
%

1
,
2
1
1
,
7
6
7

5
.
9
%

-
4
5
.
4
%

2
,
6
7
2
,
8
4
8

1
3
.
4
%

1
2
0
.
6
%

4
,
7
4
1
,
7
9
0

2
1
.
3
%

7
7
.
4
%

6
1
,
6
4
4

0
.
3
%

28
29
.8
%

1
,
2
7
9

0
.
0
%

-
9
7
.
9
%

3
3
,
7
0
5

0
.
2
%

25
35
.3
%

4
5
,
1
2
4

0
.
2
%

3
3
.
9
%

8
,
2
4
0

0
.
0
%

-
8
1
.
7
%

4
,
4
3
3
,
2
9
0

2
0
.
4
%

5
4
.
4
%

4
,
4
8
4
,
2
7
3

2
0
.
5
%

1
.
2
%

3
,
8
2
1
,
1
6
2

1
8
.
6
%

-
1
4
.
8
%

3
,
2
8
7
,
9
2
2

1
6
.
5
%

-
1
4
.
0
%

2
,
7
3
1
,
9
0
2

1
2
.
2
%

-
1
6
.
9
%

1
,
6
3
9
,
6
3
4

7
.
5
%

6
4
7
.
7
%

1
,
6
0
6
,
6
1
4

7
.
3
%

-
2
.
0
%

1
,
4
2
7
,
4
0
8

7
.
0
%

-
1
1
.
2
%

9
6
0
,
8
2
7

4
.
8
%

-
3
2
.
7
%

1
1
9
,
4
9
6

0
.
5
%

-
8
7
.
6
%

8
9
0
,
3
9
7

4
.
1
%

5
.
6
%

9
4
4
,
3
9
1

4
.
3
%

6
.
1
%

4
8
7
,
5
3
7

2
.
4
%

-
4
8
.
4
%

5
4
0
,
6
3
2

2
.
7
%

1
0
.
9
%

5
7
2
,
6
0
9

2
.
6
%

5
.
9
%

1
0
3
,
0
2
0

0
.
5
%

9
1
.
1
%

1
0
1
,
7
8
0

0
.
5
%

-
1
.
2
%

1
0
4
,
3
3
5

0
.
5
%

2
.
5
%

5
5
,
1
0
0

0
.
3
%

-
4
7
.
2
%

5
5
,
0
5
0

0
.
2
%

-
0
.
1
%

1
,
8
0
0
,
2
3
9

8
.
3
%

2
.
6
%

1
,
8
3
1
,
4
8
8

8
.
4
%

1
.
7
%

1
,
8
0
1
,
8
8
2

8
.
8
%

-
1
.
6
%

1
,
7
3
1
,
3
6
3

8
.
7
%

-
3
.
9
%

1
,
9
8
4
,
7
4
7

8
.
9
%

1
4
.
6
%

2
1
,
7
8
1
,
6
6
7

1
0
0
.
0
%

1
0
.
3
%

2
1
,
9
0
1
,
4
4
9

1
0
0
.
0
%

0
.
5
%

2
0
,
4
9
7
,
8
6
1

1
0
0
.
0
%

-
6
.
4
%

1
9
,
9
7
5
,
5
1
7

1
0
0
.
0
%

-
2
.
5
%

2
2
,
3
1
2
,
2
6
5

1
0
0
.
0
%

1
1
.
7
%

（
３
）
決
算
収
支
の
状
況

Ａ
歳
入
総
額

Ｂ
歳
出
総
額

Ｃ
形
式
収
支
(Ａ

－
Ｂ

)

Ｄ
翌
年
度
へ
の
繰

越
財

源

Ｅ
実
質
収
支
(Ｃ

－
Ｄ

)

Ｆ
単
年
度
収
支

Ｇ
積
立
金

Ｈ
繰
上
償
還
金

Ｉ
積
立
金
取
崩
し

額

7
8
8
,
5
2
3

1
5
6
,
8
1
4

1
2
,
1
2
3

1
,
3
4
7
,
1
7
4

2
7
2
,
0
0
0

1
,
2
4
4
,
1
1
1

（
単

位
：

千
円

）
令

和
元

年
度 2
3
,
1
7
5
,
2
5
7

2
2
,
3
1
2
,
2
6
5

8
6
2
,
9
9
2

7
4
,
4
6
9

5
6
,
5
0
0

平
成

3
0
年

度 2
0
,
7
8
3
,
7
2
7

1
9
,
9
7
5
,
5
1
7

8
0
8
,
2
1
0

1
7
6
,
5
0
0

6
3
1
,
7
1
0

4
1
,
4
1
6

1
5
,
0
8
4

区
　

　
　

　
　

分

補
助
費
等

投
資
的
経
費

普
通
建
設
事
業

費

扶
助
費

公
債
費

物
件
費

消
費
的
経
費

維
持
補
修
費

そ
の
他
の
経
費

－12－

義
務
的
経
費

繰
出
金

投
資
及
び
出
資

金

実
質
単
年
度
収
支

（
Ｆ
＋
Ｇ
＋
Ｈ
－

Ｉ
）

合
  

計

災
害
復
旧
費

失
業
対
策
事
業

費

積
立
金

貸
付
金

人
件
費

5
2
3
,
1
7
8

5
2
0
,
1
3
3

1
8
0
,
6
5
4

平
成

2
8
年

度 2
2
,
5
8
6
,
2
0
1

2
1
,
9
0
1
,
4
4
9

6
8
4
,
7
5
2

2
2
,
8
2
4
,
9
7
8

2
1
,
7
8
1
,
6
6
7

1
,
0
4
3
,
3
1
1

△
 
1
3
6
,
3
1
8

2
1
,
1
7
7

2
9
5
,
7
9
5

5
9
0
,
2
9
3

9
6
,
4
1
0

1
1
,
8
7
5

1
9
0
,
8
6
9

4
9
3
,
8
8
3

△
 
2
6
,
2
5
0

5
4
,
8
6
8

1
0
8
,
2
8
5

2
8
,
6
1
8

平
成

2
9
年

度 2
1
,
1
9
1
,
0
4
9

2
0
,
4
9
7
,
8
6
1

6
9
3
,
1
8
8

1
0
2
,
8
9
5



８
．
主
な
財
政
分
析
指
標
の
推
移

4.
2

4.
0

4.
9

5.
3

6.
7

類
似
団
体

6.
7

6.
0

5.
9

6.
0

91
.0

94
.7

94
.9

95
.1

97
.1

96
.4

99
.2

10
0.
2

10
0.
2

10
1.
0

88
.3

90
.9

91
.8

91
.7

13
.6

12
.0

12
.8

13
.2

20
.8

類
似
団
体

15
.4

15
.1

14
.6

14
.5

4.
3

3.
8

3.
9

4.
1

4.
3

類
似
団
体

公
表
無
し

公
表

無
し

公
表

無
し

公
表

無
し

12
.7

12
.3

12
.5

12
.6

12
.0

類
似
団
体

10
.2

10
.0

9.
7

9.
5

0.
47
2

0.
45
3

0.
44
2

0.
43
9

0.
44
4

類
似
団
体

0.
55

0.
57

0.
58

0.
58

32
.5

32
.6

35
.0

34
.9

37
.4

類
似
団
体

40
.7

41
.8

41
.2

41
.2

13
.2

13
.9

10
.6

18
.9

24
.1

類
似
団
体

17
.1

14
.3

15
.1

15
.7

※
類
似
団
体
平
均
値
は
、

最
新

決
算

年
度

分
は

公
表

さ
れ

て
い

ま
せ

ん
。

令
和

元
年

度
算
出
方
法

実
質
収
支
／
標
準
財
政
規
模
×
10

0

（
基
準
財
政
収
入
額
／
基
準
財
政
需
要
額
）

の
過
去
３
年
間
の
平
均
値

〔
（

左
記

①
か

ら
④

－
特

定
財

源
ー

普
通

交
付

税
算

入
公

債
費

－
普

通
交

付
税

算
入

事
業

費
補

正
公

債
費

）
／

（
標

準
財

政
規

模
－

普
通

交
付

税
算

入
公

債
費

－
普

通
交

付
税

算
入

事
業

費
補

正
公

債
費

）
〕

の
過

去
３

年
間

の
平

均

経
常
経
費
充
当
経
常
一
般
財
源
／
経
常
一
般

財
源
×
10

0
※
上
段
は
減
税
補
填
債
及
び
臨
時
財
政
対
策

債
を
加
え
た
比
率

財
政

構
造

の
弾

力
性

を
判

断
す

る
指

標
で

、
人

件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
等

経
常

経
費

に
、

地
方

税
な

ど
の

経
常

的
な

一
般

財
源
が
ど
の
程
度
充
当
さ
れ

て
い

る
か

を
み

る
。

「
75
％

」
程

度
が

標
準

的
と
さ
れ
て
い
る
が
、
数
値
が

高
い

ほ
ど

財
政

が
硬

直
化

し
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

公
債

費
負

担
比

率

実
質

公
債

費
比

率

類
似
団
体

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　
　
要

経
常

収
支

比
率

標
準

財
政

規
模

に
対

す
る

実
質

収
支

額
の

割
合

。
地
方
公
共
団
体
は
営
利
を

目
的

と
し

て
い

な
い

の
で

、
実

質
収

支
（

純
剰

余
金
）
の
額
が
多
い
ほ
ど
良

い
と

は
言

え
な

い
。

標
準

財
政

規
模

と
の

比
率

が
お
お
む
ね
「
３
～
５
％
」

程
度

が
望

ま
し

い
と

さ
れ

て
い

る
。

財
政

運
営

の
弾

力
性

を
判

断
す

る
指

標
で

、
一

般
財
源
総
額
に
占
め
る
公
債

費
充

当
一

般
財

源
の

割
合

を
み

る
。

「
1
5％

」
を
超
え
る
と
要
注
意
。

平
成
27

年
度

義
務

的
経

費
比

率
義
務
的
経
費
／
歳
出
総
額
×
10

0

起
債

制
限

比
率

（
地

方
債

元
利

償
還

金
充

当
一

般
財

源
－

普
通

交
付

税
算

入
公

債
費

－
普

通
交

付
税

算
入

事
業

費
補

正
公

債
費

）
／

（
標

準
財

政
規

模
－

普
通

交
付

税
算

入
公

債
費

－
普

通
交

付
税

算
入

事
業

費
補

正
公

債
費

）

財
政

力
指

数

平
成

17
年

度
決

算
か

ら
設

け
ら

れ
た

地
方

債
の
許
可
制
限
に
係
る
指
標
で
、

①
普

通
会

計
で

直
接

支
出

す
る

公
債

費
に

加
え

、
②
公
営
企
業
の
公
債
費
の

財
源

と
し

て
繰

出
さ

れ
た

繰
出

金
、

③
一

部
事

務
組
合
の
地
方
債
の
償
還
財

源
と

し
て

支
出

さ
れ

た
負

担
金

、
④

債
務

負
担

行
為
の
設
定
に
よ
り
将
来
の

負
担

が
予

定
さ

れ
て

い
る

利
子

補
給

等
の

補
助

金
等
の
財
政
規
模
に
占
め
る

割
合

。
「

18
％

」
を

超
え

る
と

地
方

債
の

発
行
に
許
可
が
必
要
と
な
り
、

「
25
％

」
を

超
え

る
と

財
政

健
全

化
法

に
よ

る
早
期
健
全
化
団
体
に
な
り
、

各
種

制
限

を
受

け
る

。

普
通

会
計

ベ
ー

ス
に

お
け

る
財

政
規

模
に

占
め

る
公
債
費
の
割
合
の
過
去
３

年
間

の
平

均
値

。
「

15
％

」
を

超
え

る
と

要
注
意
。

財
政

力
を

判
断

す
る

指
標

で
、

こ
の

指
数

が
「

１
」
に
近
く
、
あ
る
い
は

「
１

」
を

超
え

る
ほ

ど
財

源
に

余
裕

が
あ

る
と

さ
れ
て
い
る
。
地
方
交
付
税

法
に

よ
り

算
定

し
た

基
準

財
政

収
入

額
を

基
準

財
政
需
要
額
で
除
し
た
数
値

の
過

去
３

年
間

の
平

均
値

。

実
質

収
支

比
率

平
成

30
年

度
平

成
29
年

度
平

成
28
年

度

－13－

投
資

的
経

費
比

率
投
資
的
経
費
／
歳
出
総
額
×
10

0

こ
の

比
率

が
低

い
ほ

ど
財

政
構

造
の

弾
力

性
が

高
い
と
い
え
る
。
「
30

％
」

以
下

に
抑

え
た

い
。

※
義

務
的

経
費

＝
人

件
費

＋
扶

助
費

＋
公

債
費

こ
の

比
率

が
高

い
ほ

ど
財

政
の

弾
力

性
に

富
み

、
行
政
水
準
の
向
上
に
積
極

的
な

財
政

運
営

と
い

え
る

。
※

投
資

的
経

費
＝

普
通

建
設

事
業

費
＋

災
害

復
旧
事
業
費

区
　
　
分

公
債
費
充
当
一
般
財
源
／
一
般
財
源
総
額
×

10
0


